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規 則

総合振興局長等事務委任規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２７年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第４５号

総合振興局長等事務委任規則の一部を改正する規則
総合振興局長等事務委任規則（昭和２３年北海道規則第８０号）の一部を次のように改正する。
農政部の項１９の事項中「独立行政法人森林総合研究所法」を「国立研究開発法人森林総合
研究所法」に改め、同項２０の事項中「青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特
別措置法」を「農業の構造改革を推進するための農業経営基盤強化促進法等の一部を改正す
る等の法律（平成２５年法律第１０２号）附則第９条第３項の規定によりなお従前の例によるこ
ととされる同法第４条の規定による廃止前の青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関
する特別措置法」に、「第１８条」を「第１８条第１項」に改める。

附 則

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、農政部の項２０の事項の改正規定は、
公布の日から施行する。

北海道行政組織規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２７年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第４６号

北海道行政組織規則の一部を改正する規則
北海道行政組織規則（昭和４１年北海道規則第２１号）の一部を次のように改正する。
目次中「開拓記念館」を「北海道博物館」に、「第６款 アイヌ民族文化研究センター
（第７９条－第８１条）」を「第６款 削除」に改める。
第７条第２項の総合政策部政策局の事項中第７号を第８号とし、第６号を第７号とし、第
５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。

� 総合教育会議に関すること。
第７条第２項の環境生活部アイヌ政策推進室の事項第４号を削り、同項の保健福祉部子ど
も未来推進局の事項に次の２号を加える。

� 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関すること。
� 子ども・子育て支援に関すること。
第９条の５の交通企画課の事項に次の１号を加える。
� 自動車運転代行業の認定等に係る同意及び監督に関すること。
第１１条第１項の道民生活課の事項第１６号中「保護」を「保護等」に改め、同事項第１７号中
「保護更正」を「保護更生」に改め、同項の文化・スポーツ課の事項第３号中「開拓記念
館」を「北海道立総合博物館」に改める。
第１２条の３の地域保健課の事項第１７号中「特定疾患」を「難病等の医療」に改め、「こ
と」の次に「（他課の主管に属するものを除く。）」を加え、同号を同事項第１８号とし、同
事項中第１６号を第１７号とし、第３号から第１５号までを１号ずつ繰り下げ、第２号の次に次の
１号を加える。

� 食品表示に関すること（栄養表示に関するものに限る。）。
第１２条の３の地域保健課の事項に次の１号を加える。
� 原子爆弾被爆者の援護に関すること。
第１２条の３の食品衛生課の事項中第１３号を第１４号とし、第２号から第１２号までを１号ずつ
繰り下げ、第１号の次に次の１号を加える。

� 食品表示に関すること（品質表示及び栄養表示に関するものを除く。）。
第１２条の４の福祉援護課の事項第５号中「こと」の次に「（他課の主管に属するものを除
く。）」を加え、同条の施設運営指導課の事項第２号中「指定相談支援事業者」を「指定一
般相談支援事業者」に改める。
第１４条の３の農業経営課の事項第８号中「農地保有合理化の促進」を「農地中間管理機
構」に改める。
第２９条の表准看護師試験委員の項の次に次のように加える。

北海道小児慢性特定疾病審査会
北海道指定難病審査会

健康安全局地域保健課
健康安全局地域保健課
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第３９条第１項の保健環境部の事項中第１０号を第１２号とし、第９号を第１１号とし、第８号を
第１０号とし、第７号の次に次の２号を加える。

� 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関すること。
� 子ども・子育て支援に関すること。
第４０条の２第１項の社会福祉課の事項に次の２号を加える。
� 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関すること。
	 子ども・子育て支援に関すること。
第５７条の７の総務課の事項第５号中「他課」の次に「及び札幌分室」を加え、同条の監視
課の事項第１号を次のように改める。


 空間放射線の監視及び測定に関すること（札幌分室の主管に属するものを除く。）。
第５７条の７の監視課の事項中第２号を削り、第３号を第２号とし、同条の分析課の事項第
１号中「こと」の次に「（札幌分室の主管に属するものを除く。）」を加え、同条に次の１
項を加える。
２ 前項の課のほか、札幌市に札幌分室を置き、環境放射能水準の測定及び分析に関する事
務を分掌させる。
「第５款 開拓記念館」を「第５款 北海道博物館」に改める。
第７４条の表以外の部分中「北海道立開拓記念館条例（昭和４６年北海道条例第４号）」を
「北海道立総合博物館条例（平成２６年北海道条例第９１号）」に、「開拓記念館」を「北海道
博物館」に改め、同条の表中「北海道開拓記念館」を「北海道博物館」に改める。
第７５条第１項中「開拓記念館」を「北海道博物館」に改め、同項第１号中「開拓その他の
歴史」を「歴史、文化、自然等」に改め、同項第２号及び第３号中「記念館資料」を「北海
道博物館資料」に改め、同項中第７号を第１０号とし、同項第６号中「開拓の村」を「北海道
開拓の村」に改め、同号を同項第９号とし、同項第５号中「記念館資料に関する」を「北海
道博物館資料に関し、」に、「を作成し、及び配布する」を「の作成及び配付並びに必要な
説明、助言等を行う」に改め、同号を同項第７号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 他の博物館等と連携し、及びこれらの研究活動等に協力すること。
第７５条第１項第４号中「開拓その他の歴史」を「歴史、文化、自然等」に、「講習会、研
究会等を主催し、及びその開催を援助する」を「展示会等の催しを開催し、及び他のものが
行うこれらの催しに協力する」に改め、同号を同項第５号とし、同号の次に次の１号を加え
る。

� 特別展示室及びその附属設備を北海道の歴史、文化、自然等に関する講演会、展示
会等の催しの利用に供すること。

第７５条第１項第３号の次に次の１号を加える。
� アイヌ民族文化に関する調査研究及びその成果の普及、情報の収集及び提供並びに
研究の支援を行うこと。

第７５条第２項中「開拓記念館」を「北海道博物館」に改め、同項第２号中「開拓の村」を
「北海道開拓の村」に改める。
第７６条中「開拓記念館」を「北海道博物館」に、「及び事業部」を「、研究部及びアイヌ
民族文化研究センター」に改め、同条の総務部の事項第２号中「情報の提供」を「各種計画
の策定及び推進」に改め、同事項第３号中「開拓の村」を「北海道開拓の村」に改め、同事
項第６号中「規制」の次に「及び指導」を加え、同事項中第７号を削り、第８号を第７号と
し、同条の学芸部の事項第２号中「情報の管理」を「展示」に改め、同事項第３号中「資料
の調査研究」を「調査研究に係る事業」に改め、同事項第４号中「文化交流」を「北海道開
拓の村の歴史的建造物」に改め、同事項に次の６号を加える。

� 教育普及事業に関すること。
� 利用者サービスに関すること。
� 利用促進に係る広報に関すること。
� 博物館交流の促進に関すること。
� 情報の発信に関すること。
 研究成果の活用及び社会貢献に関すること。
第７６条の事業部の事項を次のように改める。
研究部

 北海道の歴史、文化、自然等に関する資料の調査研究及び整理に関すること。
� 研究成果の普及に関すること。
� 研究の支援に関すること。
第７６条に次の１事項を加える。
アイヌ民族文化研究センター

 アイヌ民族文化に関する資料の調査研究及び整理に関すること。
� アイヌ民族文化に関する研究成果の普及に関すること。
� アイヌ民族文化に関する研究の支援に関すること。
第７７条及び第７８条を次のように改める。
第７７条及び第７８条 削除
第３章第４節第６款を次のように改める。

第６款 削除
第７９条から第８１条まで 削除
第１９５条の表以外の部分中「（室）」を削り、同条の表中「課（室）

名」を「課 名」
に改め、「研修室」を削る。
第１９５条の３（見出しを含む。）中「（室）」を削り、同条の教務課の事項中第７号を削
り、第８号を第７号とし、同事項に次の５号を加える。
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� 研修部門の研修の実施に関すること。
� 受講者の募集及び修了に関すること。
 受講者の健康管理及び生活指導に関すること。
� 農業者の研修教育についての情報の収集、管理及び提供に関すること。
	 宿泊施設に関すること。
第１９５条の３の研修室の事項を削る。
第２６２条の１７第１項の健康推進課の事項第３号中「特定疾患」を「難病等の医療」に改
め、「こと」の次に「（他課の主管に属するものを除く。）」を加え、同事項中第１６号を第
１７号とし、第１２号から第１５号までを１号ずつ繰り下げ、第１１号の次に次の１号を加える。

	 食品表示に関すること（栄養表示に関するものに限る。）。
第２６２条の１７第１項の生活衛生課の事項中第１４号を第１５号とし、第２号から第１３号までを
１号ずつ繰り下げ、第１号の次に次の１号を加える。

� 食品表示に関すること（品質表示及び栄養表示に関するものを除く。）。
第２７０条の２１中「食肉衛生検査所」の次に「（日高食肉衛生検査所を除く。）」を加え
る。
第２７９条の３の表に次のように加える。

北海道立総合博物館協議会 北海道博物館総務部

別表第１の７の事項の表檜山振興局産業振興部檜山地区水産技術普及指導所の項中「乙部
町」を「乙部町 奥尻町」に改め、同表檜山振興局産業振興部奥尻地区水産技術普及指導所
の項を削り、同表宗谷総合振興局産業振興部稚内地区水産技術普及指導所の項中「宗谷総合
振興局産業振興部稚内地区水産技術普及指導所」を「宗谷総合振興局産業振興部宗谷地区水
産技術普及指導所」に、「豊富町」を「豊富町 礼文町 利尻町 利尻富士町」に改め、同
表宗谷総合振興局産業振興部礼文地区水産技術普及指導所の項及び宗谷総合振興局産業振興
部利尻地区水産技術普及指導所の項を削る。
別表第１の３の１の事項の表石狩振興局産業振興部石狩農業改良普及センター石狩北部支
所の項中「石狩市」を「札幌市 石狩市」に改め、別表第１の３の２の事項の表渡島総合振
興局産業振興部渡島地区水産技術普及指導所松前支所の項の次に次のように加える。

檜山振興局産業振興部檜山地区
水産技術普及指導所奥尻支所

奥尻町 奥尻町

別表１の３の２の事項の表宗谷総合振興局産業振興部稚内地区水産技術普及指導所枝幸支
所の項中「宗谷総合振興局産業振興部稚内地区水産技術普及指導所枝幸支所」を「宗谷総合
振興局産業振興部宗谷地区水産技術普及指導所枝幸支所」に改め、同項の次に次のように加
える。

宗谷総合振興局産業振興部宗谷
地区水産技術普及指導所礼文支
所

礼文町 礼文町

宗谷総合振興局産業振興部宗谷
地区水産技術普及指導所利尻支
所

利尻富士町 利尻町 利尻富士町

別表第７の５北海道早来食肉衛生検査所の項の次に次のように加える。

北海道日高食肉衛生検
査所

新冠町 日高町 平取町 新冠町 新ひだか町

別表第９保健福祉部福祉局施設運営指導課の項中「指定相談支援事業者」を「指定一般相
談支援事業者」に改める。
別表第１０の
の事項の表出先機関の項中「、アイヌ民族文化研究センター」を削り、同
表消防学校の項の次に次のように加える。

北海道博物
館

アイヌ民族
文化研究セ
ンター長

上司の命を受け、アイヌ民族文化研究セン
ターの事務を掌理し、所属の職員を指揮監督
する。

別表第１１の
の事項の表中

「
心身障害者
総合相談所
アイヌ民族
文化研究セ
ンター

」

を
「
心身障害者
総合相談所

」
に、

「
開拓記念館 副館長

」
を
「
北海道博物
館

副館長

」
に改め、同表子ども総合医

療・療育センターの項の次に次のように加える。

道立病院 医療参事 上司の命を受け、診療業務を処理するととも
に、医療に関する専門の技術に係る事務に従
事する。

別表第１１の
の事項の表中
「
開拓記念館 学芸副館長 開拓記念館長を補佐し、資料の収集、保存及

び展示並びに調査及び研究について総括整理
する。

」

を
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「
北海道博物
館

学芸副館長 北海道博物館長を補佐し、資料の収集、保存
及び展示並びに調査及び研究について総括整
理する。

」

に改め、同表

総合振興局等の部の項の次に次のように加える。

総合振興局
等の地域政
策部

戦略策定支
援担当部長

上司の命を受け、人口減少問題対策に係る市
町村の戦略策定の支援等に関する事務に従事
する。

別表第１１の
の事項の表消防学校の教務課及び農業大学校の教務課の項の次に次のよう
に加える。

北海道博物
館の総務部

主幹 部長を補佐し、部の主管に属する特定の事務
を処理し、掌理する。

別表第１１の
の事項の表中
「
開拓記念館
の部の課

」
を
「
北海道博物
館の部

」
に、

「
農業大学校
の部、部の
室及び課

」

を

「
農業大学校
の部及び部
の課

」

に、

「
家畜保健衛
生所の課及
び室

」

を

「
家畜保健衛
生所の課及
び室
食肉衛生検
査所

」

に

改め、同表開拓記念館の部の項を次のように改める。

北海道博物
館の部

学芸主幹 部長を補佐するとともに、上司の命を受け、
担任の北海道博物館の展示資料の収集、保存
及び展示並びに調査及び研究に関する事務を
処理し、掌理する。

学芸主査 上司の命を受け、担任の北海道博物館の展示
資料の収集、保存及び展示並びに調査及び研
究に関する事務を処理する。

研究主査 上司の命を受け、担任の研究調査等に関する
事務を処理する。

別表第１１の
の事項の表原子力環境センターの項の前に次のように加える。

北海道博物
館アイヌ民
族文化研究

研究主幹 アイヌ民族文化研究センター長を補佐すると
ともに、上司の命を受け、担任の研究調査等
に関する事務を処理し、掌理する。

センター 研究主査 上司の命を受け、担任の研究調査等に関する
事務を処理する。

別表第１１の
の事項の表アイヌ民族文化研究センターの項を削る。
別表第１５の
の事項の表及び�の事項の表中「開拓記念館」を「北海道博物館」に改め
る。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第２７０条の２１の改正規定及び別

表第７の５に北海道日高食肉衛生検査所の項を加える改正規定は、同年５月１日から施行

する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において現に次の表の左欄に掲

げる出先機関の内部組織の職員である者は、別に発令をされない限り、同一の勤務条件を

もって、同表の当該右欄に掲げる出先機関の内部組織の相当の職員となるものとする。

開拓記念館 北海道博物館
アイヌ民族文化研究センター 北海道博物館
檜山総合振興局産業振興部奥尻地区水産技
術普及指導所

檜山振興局産業振興部檜山地区水産技術
普及指導所奥尻支所

宗谷総合振興局産業振興部稚内地区水産技
術普及指導所

宗谷総合振興局産業振興部宗谷地区水産
技術普及指導所

宗谷総合振興局産業振興部稚内地区水産技
術普及指導所枝幸支所

宗谷総合振興局産業振興部宗谷地区水産
技術普及指導所枝幸支所

宗谷総合振興局産業振興部礼文地区水産技
術普及指導所

宗谷総合振興局産業振興部宗谷地区水産
技術普及指導所礼文支所

宗谷総合振興局産業振興部利尻地区水産技
術普及指導所

宗谷総合振興局産業振興部宗谷地区水産
技術普及指導所利尻支所

３ 施行日の前日において現に次の表の左欄に掲げる職にある者であって、別に発令をされ
ないものは、引き続き当該右欄の職を命ぜられるものとする。

開拓記念館総務部長 北海道博物館総務部長

開拓記念館総務部主任学芸員 北海道博物館総務部学芸主幹

開拓記念館総務部総務課長 北海道博物館総務部主幹

開拓記念館総務部総務課主査 北海道博物館総務部主査

開拓記念館総務部企画調整課長 北海道博物館総務部学芸主査
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開拓記念館総務部サービス広報課長 北海道博物館学芸部学芸主査

開拓記念館学芸部主任学芸員 北海道博物館学芸部学芸主幹

開拓記念館学芸部資料情報課長 北海道博物館学芸部学芸主査

開拓記念館学芸部研究交流課長 北海道博物館学芸部学芸主査

開拓記念館事業部主任学芸員 北海道博物館学芸部学芸主幹

開拓記念館事業部展示課長 北海道博物館学芸部学芸主査

開拓記念館事業部教育普及課長 北海道博物館学芸部学芸主査

開拓記念館事業部教育振興課長 北海道博物館総務部学芸主査

羽幌病院理学療法科長 羽幌病院主査

向陽ヶ丘病院栄養指導科長 向陽ヶ丘病院主査

農業大学校教務部研修室主査 農業大学校教務部主査

石狩振興局産業振興部石狩農業改良普及セ
ンター地域第二係長

石狩振興局産業振興部石狩農業改良普及
センター石狩北部支所地域第三係長

石狩振興局産業振興部石狩農業改良普及セ
ンター地域第三係長

石狩振興局産業振興部石狩農業改良普及
センター地域第二係長

石狩振興局産業振興部石狩農業改良普及セ
ンター主査（果樹に関する事務を処理すべ
きこととされている者に限る。）

石狩振興局産業振興部石狩農業改良普及
センター石狩北部支所主査

宗谷総合振興局産業振興部稚内地区水産技
術普及指導所長

宗谷総合振興局産業振興部宗谷地区水産
技術普及指導所長

宗谷総合振興局産業振興部稚内地区水産技
術普及指導所枝幸支所長

宗谷総合振興局産業振興部宗谷地区水産
技術普及指導所枝幸支所長

北海道財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２７年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第４７号

北海道財務規則の一部を改正する規則
北海道財務規則（昭和４５年北海道規則第３０号）の一部を次のように改正する。
第１２条の２第１項第２号中「第２３条第２号」を「第２１条第２号」に改める。
第２５４条の２（見出しを含む。）中「開拓記念館資料」を「北海道博物館資料」に改める。
別表第１中「開拓記念館」を「北海道博物館」に改める。
別表第１の２中「開拓記念館」を「北海道博物館」に、「検量検定所」を「計量検定所」
に改める。

附 則

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

訓 令

北海道訓令第６号

本 庁
出 先 機 関

北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成２７年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令

北海道事務決裁規程（昭和４１年北海道訓令第３号）の一部を次のように改正する。
別表第４の総合振興局等の本庁総合政策部の分掌事項に次の１項を加える。
１１ 自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（平成１３年法律第５７号）の施行に関す
る事務

 第５条第４項の規定に基づき、北海道公安委員会（方面公安委員会を含む。以下こ
の項において同じ。）による自動車運転代行業者の認定又は認定の拒否について協議
を受け、及び同意すること。

� 第７条第２項の規定に基づき、北海道公安委員会による自動車運転代行業者の認定
の取消しについて協議を受け、及び同意すること。

� 第８条第２項の規定に基づき、自動車運転代行業者の氏名又は名称等の変更の届出
があった旨の通知を受理すること。

� 第９条第３項の規定に基づき、認定証の返納があった旨の通知を受理すること。
� 第１３条第３項の規定に基づき、自動車運転代行業約款の掲示に係る届出を受理する
こと。

� 第２１条第２項の規定に基づき、自動車運転代行業を営む者に対し、その業務に関し
報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に営業所に立ち入り、帳簿、書類その
他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させること。

� 第２２条第１項の規定に基づき、自動車運転代行業者に対するその業務に関し必要な
措置をとるべきことの指示をした旨の通知を受理すること。

� 第２２条第２項の規定に基づき、自動車運転代行業者に対し、その業務に関し必要な
措置をとるべきことを指示し、及びその旨を北海道公安委員会に通知すること。

� 第２３条第２項の規定に基づき、北海道公安委員会に対し、自動車運転代行業の全部
又は一部の停止命令をすべき旨を要請すること。

 第２３条第３項の規定に基づき、北海道公安委員会による自動車運転代行業の全部又
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は一部の停止命令について協議を受け、及び同意すること。
� 第２４条第２項の規定に基づき、北海道公安委員会による自動車運転代行業の廃止命
令について協議を受け、及び同意すること。

別表第４の総合振興局等の本庁環境生活部の分掌事項第９項中「特定製品に係るフロン類
の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律」を「フロン類の使用の合理化及び管理の適正
化に関する法律」に改め、同項第１４号中「第４４条第１項」を「第９２条第１項」に改め、同号
を同項第１６号とし、同項第１３号中「第４３条」を「第９１条」に、「フロン類の回収」を「特定
製品に使用されるフロン類の管理の適正化の実施」に改め、同号を同項第１５号とし、同項第
１２号中「第２４条第１項から第４項」を「第４９条第１項から第６項」に、「第１種特定製品廃
棄等実施者、第１種フロン類引渡受託者又は第１種フロン類回収業者」を「第一種特定製品
整備者、第一種フロン類充�回収業者、第一種特定製品廃棄等実施者又は第一種フロン類引
渡受託者」に、「同条第５項」を「同条第７項」に改め、同号を同項第１４号とし、同項第１１
号中「第２３条」を「第４８条」に、「第１種フロン類回収業者」を「第一種特定製品整備者、
第一種特定製品廃棄等実施者、特定解体工事元請業者又は第一種フロン類充�回収業者」に
改め、同号を同項第１３号とし、同項第１０号中「第２２条第３項」を「第４７条第３項」に、「第
１種フロン類回収業者」を「第一種フロン類充�回収業者」に改め、同号を同項第１２号とし、
同項第９号中「第１７条第２項」を「第３５条第２項」に、「第１１条第２項」を「第２９条第２項」
に、「第１種フロン類回収業者」を「第一種フロン類充�回収業者」に改め、同号を同項第
１１号とし、同項第８号中「第１７条第１項」を「第３５条第１項」に、「第１種フロン類回収業
者」を「第一種フロン類充�回収業者」に改め、同号を同項第１０号とし、同項第７号中「第
１６条」を「第３４条」に、「第１種フロン類回収業者」を「第一種フロン類充�回収業者」に
改め、同号を同項第９号とし、同項第６号中「第１５条第１項」を「第３３条第１項」に、「第
１種フロン類回収業者」を「第一種フロン類充�回収業者」に改め、同号を同項第８号とし、
同項第５号中「第１４条第１項」を「第３２条」に、「第１種フロン類回収業者登録簿」を「第
一種フロン類充�回収業者登録簿」に改め、同号を同項第７号とし、同項第４号中「第１３条
第２項」を「第３１条第２項」に、「第１０条及び第１１条」を「第２８条及び第２９条」に、「第１
種フロン類回収業者」を「第一種フロン類充�回収業者」に改め、同号を同項第６号とし、
同項第３号中「第１２条第２項」を「第３０条第２項」に、「第１０条及び第１１条」を「第２８条及
び第２９条」に、「第１種フロン類回収業者」を「第一種フロン類充�回収業者」に改め、同
号を同項第５号とし、同項第２号中「第１１条第１項」を「第２９条第１項」に、「第１種フロ
ン類回収業者」を「第一種フロン類充�回収業者」に改め、同号を同項第４号とし、同項第
１号中「第１０条第１項」を「第２８条第１項」に、「第１種フロン類回収業者」を「第一種フ
ロン類充�回収業者」に改め、同号を同項第３号とし、同号の前に次の２号を加える。


 第１７条の規定に基づき、第一種特定製品の管理者に対し指導及び助言をすること。
� 第１８条第１項の規定に基づき、第一種特定製品の管理者に対し勧告し、同条第２項

の規定に基づき、その勧告に従わなかったときはその旨を公表し、及び同条第３項の
規定に基づき、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずること。

別表第４の総合振興局等の本庁環境生活部の分掌事項第９項に次の１号を加える。
� フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律施行規則（平成２６年経済産
業省・環境省令第７号）第１２条第１項及び第２項の規定に基づき、第一種フロン類充
�回収業者の廃業等の届出をする者又は第一種フロン類充�回収業者であった者から
の業務の実施状況の報告を受理すること。

別表第４の総合振興局等の本庁環境生活部の分掌事項第２４項第１号中「第９条第２項」を
「第９条第１項」に改め、同事項第２７項を次のように改める。
２７ 食品表示法（平成２５年法律第７０号）の施行に関する事務

 第８条第１項及び第２項の規定に基づき、食品関連事業者等若しくは食品関連事業
者とその事業に関して関係のある事業者に対して、必要な報告若しくは帳簿等（２以
上の総合振興局等の所管区域にわたるものを除く。）の提出を求め、又は職員に、事
業所等に立ち入り、食品に関する表示の状況等を検査させ、従業員等に質問させ、若
しくは食品等を無償で収去させること。

別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項第１０項中「母子及び寡婦福祉法」を
「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に改め、同項第１号中「母子自立支援員」を「母子・父
子自立支援員」に改め、同事項第１７項第６０号中「第３４条の１５第１項」を「第３４条の１８第１項」
に、「家庭的保育事業」を「病児保育事業」に改め、同項第６１号中「第３４条の１５第２項」を
「第３４条の１８第２項」に改め、同項第６２号中「第３４条の１５第３項」を「第３４条の１８第３項」
に、「家庭的保育事業」を「病児保育事業」に改め、同項第６３号を次のように改める。

� 第３４条の１８の２第１項の規定に基づき、病児保育事業を行う者に対して、報告を求
め、又は職員に、関係者に対し質問させ、若しくはその事業所等に立ち入り、設備等
を検査させること。

別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項第１７項第６４号を削り、同項第６５号中
「第３４条の１７第４項」を「第３４条の１８の２第３項」に、「家庭的保育事業を行う市町村」を
「病児保育事業を行う者」に改め、同号を同項第６４号とし、同項中第６６号を第６５号とし、第
６７号を第６６号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 第３５条第７項の規定に基づき、認可の申請に係る保育所が所在する市町村の長に協
議すること。

別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項第１７項中第８７号を第９０号とし、第７３
号から第８６号までを３号ずつ繰り下げ、第７２号を第７３号とし、同号の次に次の２号を加える。

� 第５６条の８第３項の規定に基づき、公私連携型保育所の設置の届出を受理すること。
� 第５６条の８第１２項の規定に基づき、公私連携型保育所の廃止の承認の申請を受理す
ること。
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別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項第１７項中第７１号を第７２号とし、第７０
号を第７１号とし、同項第６９号中「第３５条第７項」を「第３５条第１２項」に改め、同号を同項第
７０号とし、同項第６８号中「第３５条第６項」を「第３５条第１１項」に改め、同号を同項第６９号と
し、同号の前に次の１号を加える。

� 第３５条第９項の規定に基づき、認可をしない旨及びその理由を通知すること。
別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項中第２０項を第２２項とし、同事項第１９
項第２号中「こと」の次に「（札幌市の区域に係るものを除く。）」を加え、同項を同事項第
２１項とし、同事項中第１８項を第２０項とし、第１７項の次に次の２項を加える。
１８ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年
法律第７７号）の施行に関する事務

 第３条第１項又は第３項の規定に基づき、幼保連携型認定こども園以外の認定こど
も園の認定を行うこと。

� 第３条第６項の規定に基づき、認定の申請に係る施設が所在する市町村の長に協議
すること。

� 第３条第８項の規定に基づき、認定をしない旨及びその理由を通知すること。
� 第７条第１項の規定に基づき、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定
を取り消すこと。

� 第１６条第１項の規定に基づき、幼保連携型認定こども園の設置又は廃止等の届出を
受理すること。

� 第１７条第１項の規定に基づき、幼保連携型認定こども園の設置又は廃止等の認可を
行うこと。

� 第１７条第５項の規定に基づき、幼保連携型認定こども園を設置しようとする場所を
管轄する市町村の長に協議すること。

� 第１７条第７項の規定に基づき、認可をしない旨及びその理由を通知すること。
� 第１９条第１項の規定に基づき、幼保連携型認定こども園の設置者若しくは園長に対
して、報告を求め、又は職員に、関係者に対し質問させ、若しくはその施設に立ち入
り、設備等を検査させること。

 第２０条の規定に基づき、幼保連携型認定こども園の設置者に対し、必要な改善を勧
告し、又は命ずること。

� 第２１条第１項の規定に基づき、幼保連携型認定こども園の事業の停止又は施設の閉
鎖を命ずること。

	 第２２条第１項の規定に基づき、幼保連携型認定こども園の設置の認可を取り消すこ
と。

� 第２９条第１項の規定に基づき、認定の申請書に記載した事項等の変更の届出を受理
すること。

� 第３０条第１項の規定に基づき、認定こども園の運営の状況の報告を受理すること。
� 第３０条第２項の規定に基づき、認定こども園の設置者に対し、必要な報告を求める
こと。

� 第３４条第３項の規定に基づき、公私連携幼保連携型認定こども園の設置の届出を受
理すること。

� 第３４条第９項の規定に基づき、公私連携幼保連携型認定こども園につき処分が行わ
れる必要があると認める旨の市町村長からの通知を受理すること。

１９ 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の施行に関する事務

 第３１条第３項（第３２条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、特
定教育・保育施設の利用定員の設定について協議を受けること。

� 第３２条第３項の規定に基づき、特定教育・保育施設の利用定員の変更について協議
を受けること。

� 第３９条第２項の規定に基づき、特定教育・保育施設の設置者が適正な教育・保育施
設の運営をしていないと認める旨の市町村長からの通知を受理すること。

� 第３９条第５項の規定に基づき、勧告に係る措置をとるべきことを命じた旨の市町村
長からの通知を受理すること。

� 第４１条の規定に基づき、特定教育・保育施設の設置者の名称等の届出を受理するこ
と。

� 第５３条の規定に基づき、特定地域型保育事業者の名称等の届出を受理すること。
別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項に次の１項を加える。
２３ 生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号）の施行に関する事務

 第４条第１項の規定に基づき、生活困窮者自立相談支援事業を行うこと。
� 第５条第１項の規定に基づき、生活困窮者住居確保給付金を支給すること。
� 第６条第１項の規定に基づき、生活困窮者就労準備支援事業等を行うこと。
� 第１０条第２項の規定に基づき、生活困窮者就労訓練事業の認定を行うこと。
� 第１０条第３項の規定に基づき、生活困窮者就労訓練事業の認定を取り消すこと。
� 第１２条第１項の規定に基づき、偽り等により生活困窮者住居確保給付金の支給を受
けた者から、その支給を受けた生活困窮者住居確保給付金の額に相当する金額の全部
又は一部を徴収すること。

� 第１５条第１項の規定に基づき、生活困窮者住居確保給付金の支給を受けた生活困窮
者又は生活困窮者であった者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは
提示を命じ、又は職員に質問させること。

� 第１５条第２項の規定に基づき、認定生活困窮者就労訓練事業を行う者又は認定生活
困窮者就労訓練事業を行っていた者に対し、報告を求めること。

� 第１６条第１項の規定に基づき、官公署に対し必要な文書の閲覧等を求め、又は銀行
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等に報告を求めること。
 第１６条第２項の規定に基づき、生活困窮者住居確保給付金の支給を受ける生活困窮
者等に対し、報告を求めること。

� 生活困窮者自立支援法施行規則（平成２７年厚生労働省令第１６号。以下この項におい
て「省令」という。）第２２条の規定に基づき、認定生活困窮者就労訓練事業に係る変
更の届出を受理すること。

	 省令第２３条の規定に基づき、認定生活困窮者就労訓練事業の廃止の届出を受理する
こと。

別表第４の総合振興局等の本庁農政部の分掌事項第９項を次のように改める。
９ 農業の構造改革を推進するための農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する等の法
律（平成２５年法律第１０２号）附則第９条第３項の規定によりなお従前の例によることと
される同法第４条の規定による廃止前の青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関
する特別措置法（平成７年法律第２号）第１８条第１項の規定に基づく融資機関に対する
貸付金に関する事務を行うこと（償還金及び違約金並びに延滞金の徴収に関することを
除く。）。
別表第４の総合振興局等の本庁農政部の分掌事項第１６項中第２４号を第４３号とし、第２３号を
第４１号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 海岸法施行細則（昭和４５年北海道規則第５８号）第１２条第１項（同規則第１２条の７に
おいて準用する場合を含む。）の規定に基づき、氏名等の変更等の届出を受理するこ
と。

別表第４の総合振興局等の本庁農政部の分掌事項第１６項中第２２号を第４０号とし、第１６号か
ら第２１号までを１８号ずつ繰り下げ、第１５号を第２０号とし、同号の次に次の１３号を加える。

� 第２１条の２第１項から第３項までの規定に基づき、他の管理者に対し、操作規程の
制定又は変更等を勧告すること。

� 第２１条の３第１項及び第２項の規定に基づき、他の管理者に対し、操作施設を含む
海岸保全施設の管理につき必要な措置を命ずること。

� 第２１条の３第３項並びに同条第４項において準用する第１２条の２第２項及び第３項
の規定に基づき、命令により損失を受けた者に対する損失補償等を行うこと。

� 第２３条第１項及び第２項（第３７条の８においてこれらの規定を準用する場合を含
む。）の規定に基づき、必要な土地を使用し、土石等の資材を使用し、若しくは収用
し、車両等の運搬具若しくは器具を使用し、又は工作物等の障害物を処分し、及び現
場にある者等を当該業務に従事させること。

� 第２３条第３項（第３７条の８において準用する場合を含む。）並びに第２３条第４項（第
３７条の８において準用する場合を含む。）において準用する第１２条の２第２項及び第
３項の規定に基づき、収用、使用又は処分により損失を受けた者に対する損失補償等

を行うこと。
� 第２３条第５項（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、業務
に従事した者等に対する損失補償を行うこと。

 第２３条の３第１項（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
海岸協力団体を指定すること。

! 第２３条の３第３項（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
海岸協力団体の名称等の変更の届出を受理すること。

" 第２３条の５第１項（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
海岸協力団体に対し、その業務について報告をさせること。

# 第２３条の５第２項（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
海岸協力団体に対し、その業務の運営の改善について必要な措置を命ずること。

$ 第２３条の５第３項（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
海岸協力団体の指定を取り消すこと。

% 第２３条の６（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、海岸協
力団体に対し、その業務の実施に関し必要な情報の提供又は指導若しくは助言をする
こと。

& 第２３条の７（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、海岸協
力団体と許可の特例について協議すること。

別表第４の総合振興局等の本庁農政部の分掌事項第１６項第１４号中「海岸管理者以外の者」
を「他の管理者」に改め、同号を同項第１９号とし、同項第１３号中「海岸管理者以外の海岸保
全施設の管理者」を「他の管理者」に改め、同号を同項第１８号とし、同項中第１２号を第１７号
とし、第８号から第１１号までを５号ずつ繰り下げ、第７号の次に次の５号を加える。

� 第１４条の２第１項の規定に基づき、操作規則を定めること。
� 第１４条の２第３項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
関係市町村長の意見を聴くこと。

 第１４条の３第１項（同条第５項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
海岸管理者以外の海岸保全施設の管理者（以下この項において「他の管理者」とい
う。）が定めた操作規程を承認すること。

� 第１４条の３第３項（同条第５項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
関係市町村長の意見を聴くこと。

	 第１４条の３第４項（同条第５項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
国等と協議すること。

別表第４の総合振興局等の本庁農政部の分掌事項第２５項を次のように改める。
２５ 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律（平成２６年法律第７８号）の施行に
関する事務
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 第６条第４項（同条第６項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、市町
村による農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する計画の作成又は変更について
協議を受けること。

別表第４の総合振興局等の本庁水産林務部の分掌事項第８項第４号中「第８項」を「第９
項」に改め、同項中第２１号を第３９号とし、第１６号から第２０号までを１８号ずつ繰り下げ、第１５
号を第２０号とし、同号の次に次の１３号を加える。

� 第２１条の２第１項から第３項までの規定に基づき、他の管理者に対し、操作規程の
制定又は変更等を勧告すること。

� 第２１条の３第１項及び第２項の規定に基づき、他の管理者に対し、操作施設を含む
海岸保全施設の管理につき必要な措置を命ずること。

� 第２１条の３第３項並びに同条第４項において準用する第１２条の２第２項及び第３項
の規定に基づき、命令により損失を受けた者に対する損失補償等を行うこと。

� 第２３条第１項及び第２項の規定に基づき、必要な土地を使用し、土石等の資材を使
用し、若しくは収用し、車両等の運搬具若しくは器具を使用し、又は工作物等の障害
物を処分し、及び現場にある者等を当該業務に従事させること。

� 第２３条第３項並びに同条第４項において準用する第１２条の２第２項及び第３項の規
定に基づき、収用、使用又は処分により損失を受けた者に対する損失補償等を行うこ
と。

� 第２３条第５項の規定に基づき、業務に従事した者等に対する損失補償を行うこと。
 第２３条の３第１項の規定に基づき、海岸協力団体を指定すること。
! 第２３条の３第３項の規定に基づき、海岸協力団体の名称等の変更の届出を受理する
こと。

" 第２３条の５第１項の規定に基づき、海岸協力団体に対し、その業務について報告を
させること。

# 第２３条の５第２項の規定に基づき、海岸協力団体に対し、その業務の運営の改善に
ついて必要な措置を命ずること。

$ 第２３条の５第３項の規定に基づき、海岸協力団体の指定を取り消すこと。
% 第２３条の６の規定に基づき、海岸協力団体に対し、その業務の実施に関し必要な情
報の提供又は指導若しくは助言をすること。

& 第２３条の７の規定に基づき、海岸協力団体と許可の特例について協議すること。
別表第４の総合振興局等の本庁水産林務部の分掌事項第８項第１４号中「海岸管理者以外の
者」を「他の管理者」に改め、同号を同項第１９号とし、同項第１３号中「海岸管理者以外の海
岸保全施設の管理者」を「他の管理者」に改め、同号を同項第１８号とし、同項中第１２号を第
１７号とし、第８号から第１１号までを５号ずつ繰り下げ、第７号の次に次の５号を加える。

� 第１４条の２第１項の規定に基づき、操作規則を定めること。

� 第１４条の２第３項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
関係市町村長の意見を聴くこと。

 第１４条の３第１項（同条第５項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
海岸管理者以外の海岸保全施設の管理者（以下この項において「他の管理者」とい
う。）が定めた操作規程を承認すること。

� 第１４条の３第３項（同条第５項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
関係市町村長の意見を聴くこと。

	 第１４条の３第４項（同条第５項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
国等と協議すること。

別表第４の総合振興局等の本庁水産林務部の分掌事項第８項に次の１号を加える。
' 海岸法施行細則第１２条第１項の規定に基づき、氏名等の変更等の届出を受理するこ
と。

別表第４の開拓記念館の事項の事項名を「北海道博物館」に改め、同事項第１項中「北海
道立開拓記念館条例（昭和４６年北海道条例第４号）」を「北海道立総合博物館条例（平成２６
年北海道条例第９１号）」に改め、同項第１号中「記念館（本館を除く。）」を「総合博物館」
に改め、同項第２号を削り、同項第３号中「第１４条第１項」を「第１３条第１項」に改め、同
号を同項第２号とし、同項第４号中「第１５条第２項」を「第１４条第２項」に改め、同号を同
項第３号とし、同項第５号中「第１６条」を「第１５条」に改め、同号を同項第４号とし、同項
第６号中「第１７条第１項」を「第１６条第１項」に改め、同号を同項第５号とし、同項第７号
中「記念館」を「総合博物館」に改め、同号を同項第６号とし、同事項第２項中「北海道立
開拓記念館管理規則（昭和４６年北海道規則第２７号）」を「北海道立総合博物館管理規則（平
成２６年北海道規則第７２号）」に改め、同項第６号中「第１２条第４項」を「第１３条第４項」に
改め、同号を同項第８号とし、同項第５号中「第１２条第２項」を「第１３条第２項」に改め、
同号を同項第７号とし、同項第４号中「第１１条第２項第５号」を「第１２条第２項第５号」に
改め、同号を同項第６号とし、同項第３号中「第９条第２項」を「第１０条第２項」に改め、
同号を同項第５号とし、同項第２号中「第５条第２号」を「第６条第３号」に改め、同号を
同項第４号とし、同項第１号中「第５条第１号シ」を「第６条第１号シ」に改め、同号を同
項第２号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 第６条第２号イの規定に基づき、特別展示室の利用料金の免除について必要と認め
ること。

別表第４の北海道博物館の事項第２項に第１号として次の１号を加える。

 第５条第４号の規定に基づき、特別な理由があると認めること。
別表第４の北海道博物館の事項第２項に次の３号を加える。
� 第１５条第１項の規定に基づき、特別観覧等に供しないものとすること。
 第１５条第２項及び第３項の規定に基づき、特別観覧等に供すること。
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� 第１６条の規定に基づき、本館資料の利用を制限すること。
別表第４の保健所の事項に次の２項を加える。
９ 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）の施行に関する事務

 第６条第１項の規定に基づき、特定医療費の支給認定の申請を受理すること。
� 第７条第１項の規定に基づき、特定医療費の支給認定を行うこと（第９条に規定す
る支給認定の有効期間の更新に係るものに限る。）。

� 第７条第４項の規定に基づき、医療受給者証を交付すること。
� 第１０条第２項の規定に基づき、特定医療費の支給認定の変更の認定を行うこと。
� 第１１条第１項の規定に基づき、特定医療費の支給認定を取り消すこと。
� 第１１条第２項の規定に基づき、医療受給者証の返還を求めること。
� 第１９条の規定に基づき、指定医療機関の名称等の変更の届出を受理すること。
� 難病の患者に対する医療等に関する法律施行規則（平成２６年厚生労働省令第１２１号。
以下この項において「省令」という。）第１６条第１項の規定に基づき、指定医の指定
の申請書を受理すること。

� 省令第１９条の規定に基づき、指定医の氏名等の変更の届出を受理すること。
 省令第２０条第２項から第４項までの規定に基づき、指定医の指定を取り消し、又は
その指定の効力を停止すること。

� 省令第２６条の規定に基づき、医療受給者証の再交付をすること。
	 省令第３５条第１項から第３項までの規定に基づき、指定医療機関の指定の申請書を
受理すること。

� 省令第４３条の規定に基づき、指定医療機関の業務の休止、廃止又は再開の届出等を
受理すること。

� 省令第４４条の規定に基づき、指定医療機関の指定の辞退の申出を受理すること。
１０ 食品表示法の施行に関する事務

 第６条第１項及び第３項の規定に基づき、食品関連事業者に対し、表示事項を表示
し、又は遵守事項を遵守すべき旨の指示をすること。

� 第６条第５項の規定に基づき、指示を受けた食品関連事業者に対し、指示に係る措
置をとるべきことを命ずること。

� 第６条第８項の規定に基づき、食品関連事業者等に対し、食品の回収その他必要な
措置をとるべきことを命じ、又は期間を定めてその業務の全部若しくは一部を停止す
べきことを命ずること。

� 第７条の規定に基づき、食品関連事業者等に対し指示又は命令をした旨を公表する
こと。

� 第８条第１項の規定に基づき、食品関連事業者等若しくは食品関連事業者とその事
業に関して関係のある事業者に対して、必要な報告若しくは帳簿等の提出を求め、又

は職員に、事業所等に立ち入り、食品に関する表示の状況等を検査させ、従業員等に
質問させ、若しくは食品等を無償で収去させること。

� 第１２条第１項及び第２項の規定に基づき、一般消費者の利益が害されている旨の申
出を受けること。

� 第１２条第３項の規定に基づき、必要な調査を行い、適切な措置をとること。
別表第４に次の１事項を加える。
食肉衛生検査所
１ 食品表示法の施行に関する事務（食品表示法第十五条の規定による権限の委任等に関
する政令（平成２７年政令第６８号）第７条第１項に規定する事務のうち、栄養成分の量及
び熱量に係るものを除き、と畜場法（昭和２８年法律第１１４号）第３条第２項に規定する
と畜場若しくは食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成２年法律第７０号）
第２条第６号に規定する食鳥処理場（同法第１６条第１項に規定する認定を受けた食鳥処
理業者に係る食鳥処理場を除く。）又はこれらの施設と同一敷地内にある施設に係るも
のに限る。）

 第８条第１項の規定に基づき、食品関連事業者等若しくは食品関連事業者とその事
業に関して関係のある事業者に対して、必要な報告若しくは帳簿等の提出を求め、又
は職員に、事業所等に立ち入り、食品に関する表示の状況等を検査させ、従業員等に
質問させ、若しくは食品等を無償で収去させること。

別表第５の２の事項第１３号中「第４７条の３第１項」を「第４７条の４第１項」に改め、同表
の６の事項中第１５号を第１８号とし、第１１号から第１４号までを３号ずつ繰り下げ、第１０号を第
１１号とし、同号の次に次の２号を加える。

	 条例第９条第１項及び第２項の規定に基づき、条例第３条第１項の許可に係る行為
の着手等についての届出又は条例第４条第１項の許可に係る占用の廃止についての届
出を受理すること。

� 条例第１０条第２項の規定に基づき、被承継人が有していた許可に基づく地位の承継
についての届出を受理すること。

別表第５の６の事項第９号の次に次の１号を加える。
 条例第６条後段の規定に基づき、条例第３条第１項又は第４条第１項の許可を受け
たものとみなされた者から行為又は工作物の設置についての届出を受理すること。

別表第５の８の事項に次の２号を加える。
� 地すべり等防止法施行細則（昭和４１年北海道規則第５１号。以下この項において「施
行細則」という。）第２条第２項の規定に基づき、地すべり防止工事に関する設計及
び実施計画の変更について承認すること。

( 施行細則第５条の規定に基づき、地すべり防止区域内における行為又はぼた山崩壊
防止区域内における行為の許可に係る事項の変更について承認すること。
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別表第５の９の事項に次の２号を加える。
� 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律施行細則（昭和４５年北海道規則第５４
号。以下この項において「施行細則」という。）第４条の規定に基づき、急傾斜地崩
壊危険区域内における行為の許可に係る事項の変更について承認すること。

� 施行細則第５条第１項及び第２項の規定に基づき、着手届又は完了届等を受理する
こと。

別表第５の１０の事項第５号中「第６条第１項」を「第７条第１項」に改め、同事項第６号
中「第６条第３項」を「第７条第３項」に改め、同事項第７号中「第６条第４項」を「第７
条第４項」に改め、同事項第８号中「第６条第５項」を「第７条第５項」に改め、同事項第
９号中「第８条第１項」を「第９条第１項」に改め、同事項第１０号中「第８条第３項」を「第
９条第３項」に改め、同事項第１１号中「第８条第４項」を「第９条第４項」に改め、同事項
第１２号中「第８条第５項」を「第９条第５項」に改め、同事項第１３号中「第９条第１項」を
「第１０条第１項」に改め、同事項第１４号中「第１２条」を「第１３条」に、「第９条第１項」を
「第１０条第１項」に、「付す」を「付する」に改め、同事項第１５号中「第１３条第１項」を「第
１４条第１項」に改め、同事項第１６号中「第１４条」を「第１５条」に改め、同事項第１７号中「第
１６条第１項」を「第１７条第１項」に、「第１０条第１項第２号」を「第１１条第１項第２号」に
改め、同事項第１８号中「第１６条第３項」を「第１７条第３項」に改め、同事項第１９号中「第１７
条第１項」を「第１８条第１項」に改め、同事項第２０号中「第１７条第２項」を「第１８条第２項」
に改め、同事項第２１号中「第１７条第３項」を「第１８条第３項」に改め、同事項第２２号中「第
１９条」を「第２０条」に改め、同事項第２３号中「第２０条第１項」を「第２１条第１項」に、「第
９条第１項」を「第１０条第１項」に、「第１６条第１項」を「第１７条第１項」に改め、同事項
第２４号中「第２０条第２項」を「第２１条第２項」に改め、同事項第２５号中「第２０条第３項」を
「第２１条第３項」に改め、同事項第２６号中「第２１条第１項」を「第２２条第１項」に改め、同
事項第２７号中「第２２条」を「第２３条」に改め、同事項第２８号中「第２５条第１項」を「第２６条
第１項」に改め、同事項第２９号中「第２６条第１項」を「第２８条第１項」に改め、同事項第３０
号中「第２８条第１項」を「第３０条第１項」に改め、同事項第３１号中「第２９条第１項」を「第
３１条第１項」に改め、同表の１１の事項中第２３号を第４１号とし、第１７号から第２２号までを１８号
ずつ繰り下げ、第１６号を第２１号とし、同号の次に次の１３号を加える。

� 第２１条の２第１項から第３項までの規定に基づき、他の管理者に対し、操作規程の
制定又は変更等を勧告すること。

� 第２１条の３第１項及び第２項の規定に基づき、他の管理者に対し、操作施設を含む
海岸保全施設の管理につき必要な措置を命ずること。

� 第２１条の３第３項並びに同条第４項において準用する第１２条の２第２項及び第３項
の規定に基づき、命令により損失を受けた者に対する損失補償等を行うこと。

� 第２３条第１項及び第２項（第３７条の８においてこれらの規定を準用する場合を含

む。）の規定に基づき、必要な土地を使用し、土石等の資材を使用し、若しくは収用
し、車両等の運搬具若しくは器具を使用し、又は工作物等の障害物を処分し、及び現
場にある者等を当該業務に従事させること。

� 第２３条第３項（第３７条の８において準用する場合を含む。）並びに第２３条第４項（第
３７条の８において準用する場合を含む。）において準用する第１２条の２第２項及び第
３項の規定に基づき、収用、使用又は処分により損失を受けた者に対する損失補償等
を行うこと。

 第２３条第５項（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、業務
に従事した者等に対する損失補償を行うこと。

! 第２３条の３第１項（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
海岸協力団体を指定すること。

" 第２３条の３第３項（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
海岸協力団体の名称等の変更の届出を受理すること。

# 第２３条の５第１項（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
海岸協力団体に対し、その業務について報告をさせること。

$ 第２３条の５第２項（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
海岸協力団体に対し、その業務の運営の改善について必要な措置を命ずること。

% 第２３条の５第３項（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
海岸協力団体の指定を取り消すこと。

& 第２３条の６（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、海岸協
力団体に対し、その業務の実施に関し必要な情報の提供又は指導若しくは助言をする
こと。

) 第２３条の７（第３７条の８において準用する場合を含む。）の規定に基づき、海岸協
力団体と許可の特例について協議すること。

別表第５の１１の事項第１５号中「海岸管理者以外の者」を「他の管理者」に改め、同号を同
事項第２０号とし、同事項第１４号中「海岸管理者以外の海岸保全施設の管理者」を「他の管理
者」に改め、同号を同事項第１９号とし、同事項中第１３号を第１８号とし、第８号から第１２号ま
でを５号ずつ繰り下げ、同事項第７号の次に次の５号を加える。

� 第１４条の２第１項の規定に基づき、操作規則を定めること。
� 第１４条の２第３項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
関係市町村長の意見を聴くこと。

 第１４条の３第１項（同条第５項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
海岸管理者以外の海岸保全施設の管理者（以下この項において「他の管理者」とい
う。）が定めた操作規程を承認すること。

� 第１４条の３第３項（同条第５項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
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関係市町村長の意見を聴くこと。
	 第１４条の３第４項（同条第５項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
国等と協議すること。

別表第５の１１の事項に次の１号を加える。
� 海岸法施行細則第１２条第１項（同規則第１２条の７において準用する場合を含む。）
の規定に基づき、氏名等の変更等の届出を受理すること。

別表第６の部長の決裁事項の項中「部次長（２人以上置かれている部にあっては、部長の
定める順序によるものとする。）」を「当該事務を所管する部次長、局長、局内室長又は担
当局長」に、「代表課長」を「当該事務を所管する課長、課内室長又は担当課長」に改め、
同表の危機管理監、交通企画監、地域振興監、観光振興監、食産業振興監及び食の安全推進
監の決裁事項の項中「当該事務を所管する局長」を「当該事務を所管する局長、局内室長又
は担当局長」に、「当該事務を所管する課長（担当局長が置かれている場合であって当該担
当局長の主管する事務については、当該担当局長）」を「当該事務を所管する課長、課内室
長又は担当課長」に改め、同表の消防学校長の決裁事項の項中「総務課長」を「教務課長」
に改め、同表の開拓記念館長の決裁事項の項中「開拓記念館長」を「北海道博物館長」に改
め、同表のアイヌ民族文化研究センター所長の決裁事項の項を削り、同表の食肉衛生検査所
長の決裁事項の項中「指導課長」を「所長が指定する職員」に改める。

附 則

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。
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